
外国人等に対する日本語教育の推進

我が国の在留外国人は令和3年末で277万人。過去30年で約3倍に増加し、日本語学習者も令和元年で
約27万人である。新型コロナウイルス感染症の影響の入国規制等で在留外国人数の伸びは鈍化したが、令和
4年度から回復傾向にあることから、以後、外国人労働者や留学生数は拡大する見込み。
政府として、外国人等との共生社会の実現に向け、「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（令
和4年度改訂）、「同ロードマップ（令和４年度）」や円滑なコミュニケーションができる環境を整備するための
「日本語教育の推進に関する法律」、「日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための
基本的な方針（閣議決定）」を踏まえ、日本語教育の環境整備を計画的に推進。

背景・課題

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

事業内容

令和５年度要求・要望額 1,686百万円

（ 前年度予算額 1,028百万円）

日本語教育の全国展開・
学習機会の確保が必要

日本語教育の質を維持向上
させるための施策が必要

①外国人材の受入れ・共生のため
の地域日本語教育の推進(拡充)

〇 令和元年以降、地域日本語教育の
中核を担う都道府県等が、市町村や
関係機関と連携し、教育環境を強化
するための総合的な体制づくりを支援。

〇 令和５年度は全体の８割(48→55
(予定))、参照枠活用や日本語教育機
関との連携等の取組に対し補助率加算。

②日本語教室空白地域解消の
推進強化（拡充）

○ 日本語教室空白地域の市区町村に
対してアドバイザーを派遣し、日本
語教室の開設・安定化に向けて支援。

○ インターネットを活用した日本語
学習教材（つなひろ）の開発・提供。
「日本語教育の参照枠」動画コンテン
ツを追加、避難民向け言語を追加

③「生活者としての外国人」
のための特定のニーズに対応
した日本語教育事業

NPO法人、公益法人、大学等が行う、
日本語教育の教育上の課題や都道府県
域を越えた広域的活動に伴う課題等を
解決するための先進的取組を支援。
（外国人コミュニティの社会参加、難
民コミュニティ支援 など）

②日本語教師の養成及び現職日
本語教師の研修事業（拡充）

日本語教師の養成に必要な「日本語
教育人材の養成・研修の在り方につい
て（報告）改定版」（平成31年）及
び新たな資格制度の検討状況を踏まえ、
①現職日本語教師研修プログラム普及、
②日本語教師養成・研修推進拠点整備、
③日本語教師の学び直し・復帰促進
アップデート研修を実施。

④日本語教育に関する調査
及び調査研究

日本語教育を推進するための課題に
対応した調査研究を実施。（実態調査、
養成・研修の調査、オンライン日本語
教育の分析、「日本語教育の参照枠」
を踏まえた日本語教師の養成・研修内
容の改善・充実等）

③資格の整備等による日本語教育
の水準の維持向上（拡充）

日本語教師の新たな資格制度及び日
本語教育機関の水準の維持向上を図る
認定制度に関する法案提出を視野に、
①資格に係る試験システム導入及び試
行試験の実施、②認定機関等に関する
情報掲載のサイト構築・検証を行う。

①「日本語教育の参照枠」を活用
した教育モデル開発等

令和３年度に策定された「日本語教
育の参照枠」の活用を促進するため、
令和４年度に引き続き、生活・留学・
就労等の分野での教育の内容・方法等
のモデルや教材等を開発。

条約難民等に対する日本語教育
（拡充）

条約難民及び第三国定住難民等に対
する日本語教育を実施。
令和５年度は在アフガニスタン大使

館職員等の難民認定による支援を含む。

685百万円（500百万円） 207百万円（132百万円）
24百万円（24百万円）

165百万円（55百万円）

310百万円（201百万円） 31百万円（31百万円）231百万円（51百万円）25百万円（25百万円）

・地域日本語教育の全国展開
・日本語教育人材の質を高める取組の展開

・日本語学習者の増（日本語教育環境の整備） ・外国人との共生社会の実現
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資格の整備等による日本語教育の水準の維持向上
背景・課題

１．日本語教師試験等の運用のための環境整備 要求額：200百万円
日本語教師の新たな資格試験を実施を目指して、試験システムの導入を行い、試験システムの検証や問題開発等を目的とした試行試験を令和５年度から令和６
年度にかけて計２回実施し、本試験の運用を確実に行うための環境整備を行う。

事業内容

在留外国人等が増加する一方、日本語学習ニーズの多様化・高度化に対応する制度や人材が不
十分であり、質の高い日本語教育を提供するための仕組みとして、①文部科学大臣による日本語教
育機関の認定制度、②適切な指導を行うための専門的な知識及び技能を有していることを保証する
日本語教師の新たな資格制度について検討している。

令和5年度要求額 231百万円
（ 前年度予算額 51百万円）

２．日本語教育機関の認定制度等の運用のための環境整備 要求額：31百万円
新たに整備する日本語教育機関の認定制度においては、認定を受けた日本語教育機関に関する情報を、国が多言語で公表することを検討しており、制度運用の
ために必要な情報掲載サイトの構築・検証を行う。本サイトにおいては、申請者及び審査者の負担軽減のため、申請受付システムの機能を設けて、日本語教育機
関の認定、日本語教員の登録、養成機関の申請・審査に活用し、それぞれの申請情報を連携して確実な審査を実施し、効率的に情報掲載できるようにする。本事
業においては、サイトの構築及び試行運用を行う。（事業期間：令和５・６年度）

①試験システム環境整備事業
試験実施に係る受験者受付、受験証発行、採点、合格証交付等、工程の簡略化及び確実な試

験実施のため、必要最低限の試験システムを導入し、試験事務業務のデジタル化を図る。
（事業期間：令和５年度）

令和５年度試行試験（案）
〇対象者：全国で5,000名程度
〇会場：全国７か所程度
→全国各地で試行試験を行うことで、少ない回数で
精度の高い試行検証を実施し、特定の地域だけで
なく、全国へ試験制度・内容の周知を図る

【参考】日本語教師数：約４万人
（文化庁「令和２年度日本語教育実態調査」より）

〇経済財政運営と改革の基本方針2022
（外国人材の受入れ・共生）
外国人が暮らしやすい地域社会づくりのほか、（中略）日本語教育の
推進（注）や外国人児童生徒等の就学促進を進め、、、（略）
（注）日本語教師の新たな資格制度及び日本語教育機関の水準の
維持向上を図る認定制度に関する新たな法案の提出（中略）を含む。
〇成長戦略フォローアップ(令和４年６月７日)
ⅱ）高度外国人材の受入促進
・日本語教師の能力等を証明する新たな資格や日本語教育機関の水
準の維持・向上を図るための仕組みについて、早期に法案の提出を行う。

②試行試験実施事業
①で導入した試験システムを用いて、試行試験を実施し、試験問題の開発・分析・改善、試験システム
の改修等、本試験の運用に向けた業務の改善等を行う。
（事業期間：令和５・６年度）

在留外国人等の日本における円滑な
社会包摂の実現

・日本語教師の量的・質的向上を図り、多様化・
高度化する学習ニーズに対応

・日本語学習者の増加及び日本語に困難を抱える
在留外国人の減少

アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）アウトプット（活動目標)
・ 必要な環境の整備
・資格を取得した日本語教師を配置する
日本語教育機関の増加

現行の日本語教師の資格
（法務省告示基準より抜粋）
・大学・大学院の日本語教育に関する課程修了
・日本語教師養成研修修了＋学士の学位
・日本語教育能力検定試験合格
・その他

新たな制度を確実に実行するため、令和５年度は、認定を
受けた日本語教育機関の情報掲載サイトの構築や日本語
教師の資格試験に向けた環境整備を進める。

２
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【初任日本語教師研修】
①生活者としての外国人、②留学生、③就労者、
④児童生徒、⑤難民等、⑥海外
【中堅以上コーディネーター研修】
⑦中堅日本語教師（3~10年目）
⑧主任日本語教師
⑨地域日本語教育コーディネーター

※⑩日本語学習支援者研修はR4で終了、
「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業」で対応

 実施機関：日本語教師養成専門機関

日本語教師の養成及び現職日本語教師の研修事業

外国人の日本語学習者が増加し多様化する中、日本語教育の水準を向上するためには、日本語教育人材の資質・能力
の向上が不可欠。
文化審議会国語分科会の「日本語教育人材の養成・研修の在り方について(報告)」(改定版・平成31年3月)において、
多様な分野に対応する日本語教師等に求められる資質・能力、教育内容及びモデルカリキュラムが提言された。これを踏まえ、
日本語教育人材の養成・研修の「教育内容等」の普及を図るため、養成・研修の現場で活用可能となる実践的なカリキュ
ラムの開発事業を開始し、令和2年度から優良モデルを活用した研修を実施。日本語教師の新たな資格制度の創設を踏ま
え、日本語教師の養成・研修を担う高度な専門人材の育成や、潜在的な日本語教師復帰に資する取組を時限的に実施。

背景・課題

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

事業内容

令和５年度要求額 310百万円
（前年度予算額 201百万円）

◎外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（令和３年6月に外国人材の受入れ・共生のための関係閣僚会議で改訂）
◎日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針（令和２年６月閣議決定）

（日本語教師の養成・研修実施機関・施設等数の推移）

（文化庁・日本語教育実態調査より）

(1)日本語教師養成・研修推進拠点整備事業
80百万円(新規)

・現職日本語教師の研修事業の全国展開
・潜在日本語教師の復帰促進
・日本語教師養成研修担当人材の育成強化

・優良な養成・研修の全国的な普及
・日本語教師の増加及び各分野における活躍
・域内の日本語教育ネットワーク拠点

・日本語教育の質の向上
・外国人との共生社会の実現に寄与
・日本語教育の持続可能な推進

 目的：日本語教師養成・研修を担う高度な専門人
材の育成、地域のニーズに応じた養成研修を行う研
修人材育成の拠点を整備。

 内容：日本語教師養成や研修の担い手の育成プロ
グラムの開発及び研修の実施、大学等を拠点とした
ネットワークを構築。

 対象機関：大学・大学院等専門機関

 件数・単価：８箇所×約１,０00万円
（令和５年度は全国8ブロック８箇所を予定）

※「日本語教師養成・研修カリキュラム開発事業」
（令和元年～令和4年実施）を終了し、
新たに実施（15百万円）

 目的：日本語教師が不足している下記①～⑨の研修を
専門にて実施、多様な活動分野における日本語教師の育
成を促進。

 内容：審議会報告に基づき開発された優良研修モデルを
全国６ブロックで実施。

(2)現職日本語教師研修プログラム普及事業
170百万円（174百万円）

 目的：日本語教師の新たな資格制度の創設を踏まえ、過
去の養成カリキュラムを終了している「潜在的な」日本語教師
の復帰を促進。

 内容：今後需要が高まる日本語教師不足の解消や現職
日本語教師の学びの継続からも、新たな制度創設時期の経
過措置の研修を実施。
多くの「潜在的な」日本語教師の参加を促すため、
オンデマンド研修を令和5年度から法施行後
4年まで実施。

 件数・単価：２箇所×約３,000万円
（令和5年から開発に着手し法施行後4年間実施予定）

 実施機関：日本語教育オンデマンド教材開発専門機関

※「日本語教師養成・研修カリキュラム開発事業」（15百万
円） （令和元年～令和4年実施）を終了し、新たに実施

(３)日本語教師の学び直し・復帰促進アップデート
研修事業 60百万円(新規)

３



新制度における日本語教育人材の役割・段階・活動分野に応じた養成・研修のイメージ ※赤囲みが法案関係

日本語教育
コーディネー
ター
等段階 養 成 登録教員

資格取得
初 任

（活動分野別） 中 堅
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師
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日
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教
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日
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大学の
日本語教師
養成課程

（26単位以上）

日本語教師
養成研修

（420単位時間以上）

生活者としての外国人
に対する日本語教師

初任研修

留学生
に対する日本語教師

初任研修

児童生徒等
に対する日本語教師

初任研修

就労者
に対する日本語教師

初任研修

難民等
に対する日本語教師

初任研修

海外
に対する日本語教師

初任研修

日本語教師
【中堅】研修

修
了

修
了

筆記試験
合格

教育実習
修了

登
録
日
本
語
教
員
（
資
格
取
得
）

地域日本語教育
コーディネーター
研修

主任教員
研修

・
・
・

指定養成機関

日本語学習支援者は、
○コーディネータや日
本語教師と共に、日本
語教育の現場にボラン
ティアとして参加し、日
本語学習を支援し促進
する役割が期待される。

○地方自治体等が主
催する研修が全国で実
施されている。

日本語教師のキャリアパス

日
本
語
教
師

上記の研修または
他の研修を受講した者

など

日

本

語

教

育

人

材

日本語教師 日本語学習者に直接日本語を指導する者

地域日本語
教育

コーディネー
ター

日本語教育プログラムの策定・教室運営・
改善，日本語教師等に対する指導・助言を
行うほか，多様な機関との連携・協力を担う
者

日本語学習
支援者

日本語教師や日本語教育コーディネーター
と共に日本語学習者の日本語学習を支援
し，促進する者 ４
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